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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，日本暖房機器工業

会及び財団法人日本規格協会(JSA)から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，

日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

これによって，JIS A 1400:1998 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権又は出願公開後の実用新案登録出願に

抵触する可能性があることに注意を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許

権，出願公開後の特許出願，実用新案権又は出願公開後の実用新案登録出願に係る確認について，責任は

もたない。 
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暖房用自然対流・放射形放熱器－性能試験方法 
Radiators, convectors and similar appliances－Methods of performance test 

 
1 適用範囲 

この規格は，暖房用自然対流・放射形放熱器（以下，放熱器という。）の性能試験方法について規定する。 

性能試験時に放熱器に供給する温水又は蒸気の温度及び圧力の限度は，放熱器ごとに製造業者の定める値

（最高使用温度及び最高使用圧力）以下とする。 

なお，この規格でいう蒸気とは，すべて飽和蒸気を指し，圧力は，すべてゲージ圧力とする。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS A 4004 暖房用自然対流・放射形放熱器－種類及び要求事項 

JIS Z 8704 温度測定方法－電気的方法 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，JIS A 4004 によるほか，次による。 

3.1 

形態係数 

二つの面 1，2 が空間を隔てて相対するとき，面 1 から放射され面 2 に直接入射する放射熱量の比を，面

1 から面 2 への形態係数といい，F12 と書く。形態係数は，2 面の大きさ，形状，相対位置，角関係など幾

何学的な関係だけで決まる値である。 

 

4 試験方法の種類 

試験方法の種類は，表 1 のとおりとする。 

表 1－試験方法の種類 

試験方法の種類 要旨 

温水を熱媒とする放熱器

の放熱能力試験方法 

放熱器に供給される温水の熱容量を，放熱器の放熱能力とする。 
供給される温水の放熱器入口及び出口におけるエンタルピの差から放熱能力

を求める。 
蒸気を熱媒とする放熱器

の放熱能力試験方法 
放熱器に供給される蒸気の熱容量を，放熱器の放熱能力とする。 
凝縮水量から放熱能力を求める。 

放射計を使用する放射放

熱能力の試験方法 
放熱器前面に熱遮へい板を置いた場合と置かない場合のそれぞれの放射熱量

を放射計によって計測し，その差から放熱器の正味放射熱量を求める。 

 

 


